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はじめに

　ベトナム戦争において，韓国は，アメリカについで，そして連合国の中では

最も多くの軍を派遣した国であ孔本稿は、韓国のベトナム戦争への参戦が，

建設業及び運輸業の人員動員とその後の韓国からの移民に与えた影響を，人の

移動に焦点を当てて分析したものである。すなわち，近代において戦争及び戦

時体制が移民に与えた影響を，ベトナム戦争への韓国参戦を事例として明らか

にすることが本論の目的である。

　これまでの移民研究は，戦争のない，いわゆる平時期を対象としてきた。移

民研究において，戦争は異常な状態として捉えられてきたのである。しかし，

本研究では，むしろ戦争こそが移民の流れをつくりだす決定的な役割を果たし

ている点を明らかにし，従来の移民研究の再検討を促すものであ引また本稿

は，戦時期において強制的に行なわれた移動，すなわちいわゆる強制連行を中

心とした従来の戦争と移民に関する研究とも異なる一1コ。ここでは兵士としてで

はなく，むしろ民間企業が戦争に積極的に加担することによって行なわれた人

の移動に重点をおく。そして戦争が終わることでその移動が終わるのではなく，

戦時中の移動がその後の平常時の移民につながっていく過程を考察し，そのな

かで送り出しシステムが形成されることを検証する。

　韓国は，ベトナム戦争期において，軍を派遣しただけでなく，建設・輸送を

中心とした多くのサービスを提供した。そうしたサービスの提供には多くの民

間企業が積極的に参加しており，延べ約32万の軍の派遣とともに，民間人の

移動が大きな役割を果たした。ここでは戦後韓国移民の出発点のひとつとなっ

たベトナムヘの移動の流れを検証し，その後の建設業を中心とした中東進出へ

の過程を考察する。
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　その前に，企業進出を可能にした軍の参戦を，民間レベルにおいてどのよう

に受け入れ，支持したのかを検討する。ベトナム戦争への参戦と企業進出は，

軍人および技能工を中心とした移動を引き起こした。そういった移動が，ベト

ナム戦争という国際環境において，政治的，経済的要因，そして韓米を中心と

する国際関係のなかそ可能になったのはいうまでもない。しかし，人の移動に

着目する場合，移動する個々人の決意やそれを支えたともいえる社会状況を踏

まえることは，より重要であるからだ。

　さらに，民間企業のベトナム進出は，大韓民国が樹立される直前の3年間に

及ぶ米軍占領期と，そのあとに続く米軍駐屯中に形成されたアメリカ側とのつ

ながりの二つの条件が，前提としてあったことにも注目す孔ベトナム戦争前

に韓国民間企業が米軍と密接な関係を築き，そ．のことがベトナム戦争への韓国

企業の進出を促し，さらにその後の中東への労働力移動を引き起こしたという，

これら一連の過程を分析することによって，アメリカの第2次大戦後の東アジ

ア政策を見直す契機を与えることができると考えられる。

　最後に，中東進出への過程を提示することによって，送り出しシステムの形

成過程を分析するとともに，戦時期を強制的な移動と結びつけて，いわゆる自

発的移民を看過してきたことを手がかりに，移民研究における近代の捉え方の

問題，しいては社会科学における近代に対する視点への疑間の可視化を試みた

い。

1　べトナムヘの参戦と企業進出の背景

　（1）市民レベルにおけるベトナム参戦への容認

　韓国のベトナム参戦は1964年9月移動外科病院の医療班，テコンドー教官

からなる約ユ40人の非戦闘部隊を派遣することから始まった。！965年には建

設支援や後方支援を担当する2千人の工兵団派遣を経そ，同年の10月から戦

闘部隊を派兵し，撤収する1972年まで延べ32万人の軍がベトナムヘ向かった。
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表1各国の派兵規模（1964－1972） （名，延べ）

　　　　　196｛

オーストラリア　　1oo

タイ　　　　　　　　　o

ニュ’ジIランド　　30

フィリピン　　　　　17
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（19月一7！年については，ベトナム戦争の記録編集委員会編『ベトナムi戦争の記録』，大月書店、且榊年一〕

　派兵が初めて議論された1964年の国会では，総175席の国会議員のうち，

与党の民主共和党が115席を占めており，41席をもつ野党である民政党の派

兵反対は反映されなかった。また，当時の最大イシューは日韓国交正常化反対

であり，全国規模で反対デモが展開され，約350万人が参加したといわれてお

り，政府は非常戒厳令を発し，国会の最終審議においては与党単独で批准せざ

るを得なかった旧コ。

　韓国の参戦は，朴正煕大統領を中心とする軍部及び官僚が安保と祖国の近代

化達成という経済発展への積極的意欲をもって，野党やマスコミの批半1」を押し

切って介入していく過程のなかの決定であったといえる。しかし，日韓国交正

常化に比べると，ベトナム派兵に関しては野党，言論界の反対もきわめて少な

く，社会的にも議論されることはほとんどなかっ㍍世論や社会運動の関心が

国交正常化に集中することによって，派兵に関して議論する機会を得られずに

派兵が決定されたのである。

　世界的に人権擁護や反戦運動などの社会運動が東西を問わず起きた1968年

は，これまでの国や社会の有り方に対して疑問を投げかけ，国家権力の掌握を

通して近代白勺企画を推進することへの問題意識が芽生え，さらには近代プロジェ

クトそのものに対する問題提起を可能にした年であった川。しかし，韓国に限っ

ていえば，1968年の世界的流れとはむしろ逆行した動きを見せている。反戦

運動が広がり，アメリカ国内においても徴兵忌避者が続出するその時期におい

て，韓国軍および労働力のベトナム派遣はピークに達しているのであ。る。

　当時の新聞は農村の食事は蓬やサトイモであり，学校で昼食が食べられない

学生は74％，また大学の新卒でも就職口のない人が64％であることを伝えて

いるほ」。例え，死ぬことになってもべトナムヘ行こうかと愚痴をこぼす農村青
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年の嘆きには，貧しいゆえに暮らしの苦しさを免れるための選択としてのベト

ナム行きが浮き彫りになる㈲。「ベトナム行きのバスに乗ろう」という当時の言

葉の流行には，政府の派兵決定に従うだけではない，所得や生活水準の向上な

どを求める「自立的選択」としてベトナムに向かう個人の姿があったことをうか

がわせる。ベトナムヘの輸出，物品軍納，そして送金は，経済成長に直接的な

影響を与えたが，その中でもとりわけ軍人・技能工による送金は，農村の隅々

まで家計の消費と貯蓄を誘発し，産業生産の拡大を支えた。韓国側にとらてベ

トナム戦争はr戦争」ではなく，国として，個人としてのr特需」であり，ベ

トナムヘ行かなかった多数の人々にまで利益の恩恵が享受されたのである。

　ベトナム特需期に施行された第2次経済開発計画期（ユ965一ユ97ユ）の経済成

長率は目標の7％を超える10．5％で，こうした経済成長の好調は政治的にも安

定をもたらす結果となったm－963年の大統領選挙で朴正煕は2位の野党候補

との差がわずかユ5万票ほどで，かろうじて当選している。しかし，ユ967年に

は野党候補との格差は1ユ6万票に広がり，朴正煕は前回より多くの支持を得て

いる。前回の選挙では野党候補が乱立したのに対して，1967年選挙は野党が

候補を統一して臨んだ選挙で，野党にとって勝算の大きい選挙であった。野党

の統一候補の擁立にもかかわらず，朴正煕が再び当選したのである幅コ。67年選

挙の争点がベトナム派兵と日韓条約の正当性を問うものであり，その点におい

て国民は，派兵と経済借款の導入によって実現した経済成長に軍配をあげたこ

とになる。

　政治的基盤の安定はより確固たる政権を築く方向へ走り，従来2期であった

大統領の任期は1969年の憲法改正により3期となり，ついには大統領終身制

を骨子とする「維新体制」を強行するまでにいたった旧1。同時に，政権に反対

する勢力をけん制するための社会統制もいっそう強まった。1968年には敵の

後方攻撃を防ぐために除隊した軍人を対象とする郷土予備軍を設立し，1969

年には社会の組織的統制と動員のために住民登録証を発給し，携帯を義務化し

た。さらに，1975年には高校生と大学生に対する軍事教育を制度化した。血］。経

済成長への支持は，抑圧的な政治体制や準軍事機構の拡大とそれによる軍事文

化の拡散を容認することなり，権威主義的な社会統制を受け入れざるを得ない

結果となった。ベトナムヘ行く人々，そして近代化と経済成長の結果を享受す

ることを選んだ大衆は，結果として抑圧的な政治体制を容認し，そうした抑圧
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的な動員体制を後押ししたのである。

　日韓国交走常化に対する反対運動が，ベトナム派兵への議論を弱体化させた

ことは言えても，しかしそ・のことがベトナム参戦を正当化することにはならな

い。社会的に議論されないことによって，戦争参加の意味を理解することなく，

ベトナム戦争への介入を増幅させたのであり，工業化を軸とする近代化がもた

らす経済成長と生活水準の向上は抑圧的な体制をも受け入れさせたのである口1］。

　また，韓国のベトナムヘの派兵は，ベトナムの友好国としてではなく，アメ

リカの友好国としての派兵であった。邊。反共聖戦，自由主義守護のための戦争

としての公式教科書の記述や政府の宣伝が，ベトナムヘ向かう人々のベトナム

戦争を理解するための基本をなしていたことを考えると，戦争遂行の面におい

てさえも，重要なのはベトナムとの関係ではなく，アメリカとの関係であった

ことも容易に理解できる。

　（2）企業進出の前提条件としての駐韓米軍軍細工事

　建設業や運送業，一そして洗濯業などのベトナム進出の前提として，国内での

駐韓米軍を相手とする軍細工事牟あった。軍細工事を通した経験や技術蓄積，

人脈づくりなどは企業進出のために不可欠であったのである。

　ユ953年の韓米相互防衛条約と韓米軍援協定の締結により，米8軍司令部と

米極東軍司令部がソウルに移転し，1957年からは駐韓米軍の増強政策が実施

された。それによって半永久的な各種の軍関連施設が発注され，国内の建設企

業は，駐韓米軍の工事を通して，軍関係建設工事の経験を蓄積することができ

た口甜。駐韓米軍の駐屯による一兵営，宿舎や倉庫，軍事作戦に必要な道路や橋梁，

飛行場，港湾などの建築・土木工事は，建設企業としての技術習得のチャンス

をもたらした。また，こうした米軍工事は，国際契約と同様の見積書と国際基

準仕様書が要求され，建設企業は，国際入札の方法，国際契約や晶質管理など

の面でのノウハウを蓄積し，海外建設1こ必要な経験と技術を備えることができ

たのである舳。

　進出した各々の企業において，軍細工事を通した一駐韓米軍との人脈はベトナ

ム進出にあたって重累なファクターであった。ベトナム戦争期において企業と

して，さらには財閥としての礎を築いた韓進財閥と現代グループの例にしてみ

よう。



一橋研究　第27巻2号

　「韓進商事」は，当時「ベトナム商事」と呼ばれるほど，用役軍納のなかで

最も多く送金した企業であった。韓進財閥は，ベトナムでの軍事物資の輸送・

荷役で成長し，その後「大韓航空」（Ko説n舟　Lin・・）を手に入れ，運輸財閥

に成長した帖］。韓進財閥の創立者起重勲（チョ・ジュンフン）は，1956年6ヶ

月。間米軍の食飲料を代理輸送したことで米軍の信用を得て，1957年からは輸

送用役軍納契約にこぎつける。韓進商事は王945年トラック1台で事業をはじ

めており，軍納契約する直前の！956年の免許台数は10台で，目立たない中小

企業であった。しかし，米軍の物資輸送，荷役を請け負うことにより，！961

年にはわずか3年の間に営業実績を1400％に仲はしている㈹。国内での貨物荷

役で軍納の経験をもつ起重勲は，ベトナム進出を模索した。1960年代後半，

ベトナム戦争が拡大の一途をたどっていた頃，軍事物資の荷役，輸送は，需要

が急増していたにもかかわらず，きわめて危険な事業であったゆえに，戦場で

の輸送力は絶対不足の状態での選択であった。彼は，米国のカリフォルニア大

学を卒業して通訳将校をしていた実弟の起重建とともに渡米し，米国防省との

交渉にあたった。米国防省には趙社長と重建氏の知人がおり，国内で軍納輸送

荷役を請け負うために，多くの米軍将校をもてなして人問関係を作ったこと，

弟の通訳将校時代の友人が，任期を終えてアメリカに帰っていたことが有利に

作用した。彼は米国防省との交渉の末，ベトナムにおける米軍の装備と物資輸

送を独占契約することに成功した。1966年3月10E1，ベトナムにおける荷役

の初の契約が結ばれたのである。韓国人が米軍といわゆる「招請随意契約（イ

ンバイテッド・コントラクト）」を結んだのはこれがはじめてであった。他の

業者がアメリカ系会社の請負として進出したのに対して，韓進は駐越米軍司令

部と直接契約を結んだのも異例のことであった。「韓進商事」が請け負った荷

役は，軍事物資をクイ千ヨン港から荷役して，韓国軍猛虎師団と米軍師団の各

部隊まで輸送するというものであった一川。

　建設軍納の分野で，最も多くの業績をあげた現代建設においても，ベトナム

進出の経緯は韓進とそれほど変わらない。現代建設は，朝鮮戦争時の緊急復1巳

工事，戦後復旧工事，米軍軍細工事を受注するなかで成長した。駐韓米軍との

関係はアイゼンハワー米大統領当選者の韓国訪問時の宿舎工事を担当したこと

に始まるが，社長の弟が米軍の通訳をしており，人脈という面においても有利

であった欄。用役分野の最初の軍納を成し遂げた京南企業は，1964年ベトナム
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の米軍当局からPX－C．n。。。。ion管理権を獲得した。京南企業は，社長の弟がア

メリカ留学出身で米軍政当時会言十局長を担当し，米軍政が終わると，米軍幹部

に進められ，米軍部隊の建設や用役に参加している肥j。　建設軍納に進出した

三換企業，大林産業においても米軍軍細工事はすでに経験済みのことであった。

このような米軍とのつながり，工事を通して知り合った人間関係などがベトナ
ムー

ﾅの受注と進出を可能にしたのである。

2　　用役・建設業を中心とする企業進出

　韓国政府はユ965年工兵団を派遣すると，ベトナムヘの一般貿易のほかに物

品・用役・建設などの軍納，そして労働力の送り出しを促進させるためにベト

ナム大使館内に駐越経済協助団を設置し，対越輸出振興業務を担当させた。ま

た，この他にも同年7月には大韓貿易振興公社内に対越輸出振興本部を設置し，

ベトナム市場の情報入手，入札関係の取引の斡旋，資料入手がより迅速になる

よう図った岨皿。しかし，企業の進出と労働力の送り出しを可能にした背景には，

韓国のベトナム参戦により，アメリカと韓国の間で交わされた韓国への軍事的・

経済的援助を約束するブラウン覚書と，各企業の米軍とのつながりが重要であっ

た。この覚書には，韓国軍派兵にあたって，韓国企業と韓国労働者のベトナム

での経済活動を保障するという内容が含まれていた。’「ベトナムによって許可

される範囲内で，韓国の請負業者がアメリカ政府とアメリカ請負業者によって

実施されている建設事業に参加し，また，韓国人民間技術者雇用を含みその他

用役を提供する機会を拡大する」という内容により，韓国企業が進出するよう

になったのである囲コ。

　ベトナムヘ進出した企業は80社にものぼり，大きく用役と，建設部門に分

けられるが，両方とも戦時の軍需にあわせた軍納であった。対ベトナム特需は

貿易外収入が全体の7割をしめ，輸出および物資調達などの経常収入よりはる

かに多かった。貿易外受け取りは軍人・技術者の送金，建設・用役軍納がその

大半で，その中でも用役軍納が一番多い。
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表2　対ベトナム経済活動収益 （百万ドル，％）

ユ965 1966 ］967 1％呂 ヨ969 ユ田70 1971 1972 累計額 比重

経常収入 17．7 囎．暑 挑．£ 雪竃．鼻 級韮 欄．三 35、華 萎敏壷 鴉葦，1 婁徽鶉

（輸出〕 14．8 1ヨ、o 7．3 5．o 12．9 12．8 14．5 ユ2．5 94．3 一9．2跣

（物品璽納〕 2．呂 9．9 15．9 32．4 34．2 57．3 2I．2 工5．O 工8呂．呂 I8、脇

貿易外収災 ユ鍋 鎌、轟 ＝螂；i 」ま事駄6 ?E5書．竃 蘭
勢宝．竃 髄．．霊 霊薯薯．蓼 証2繊

（用役軍納） 畠．3 35，5 46．1 55．3 52．3 20．5 9，2 233．2 22．8％

（建設軍納〕 3．ヨ 14．5 1o．3 6－4 7，4 8．3 B．工 53．3 5．2％

（軍人送金〕 1．B 15．5 31，4 31．4 鍋．9 30．6 32．3 26．8 201．5 19．7冊

（技術者送金） 9．1 33，6 33．6 43．I 26．9 15．3 3，9 工66．2 I6．3盟

（特別補償支援〕

i保険金） ］．1

4．6

S，6

4．6

S．o

1o．島

R．8

15．2

Q．1

13．9

P．3

12．o

n．7

65，3

P9．4

O．4％

P．9冊

合計 19．5 61，1 ユ5ユ．3 16審、6 200．4 204．6 133，3 83．2 1，022．O 100％
（出所〕朴根好『韓国の経済暑 展とベトナム戦争』お茶の水書房棚3年19硬口（出所〕朴根好『韓国の経済暑展とベトナム戦争』お茶の水書房棚3年19項。

　ll〕建設軍細部門

　建設軍納は，アメリカ建設業者の下請けとして米軍駐屯地域の軍事施設の設

置，道路など各種建設工事を請け負うのが主な内容であった。ベトナムでの建

設部門における進出は，1966年1月に「現代建設」が，最初にカムラン湾岸

の凌漢工事をRMK－B呵社から500万ドルで請け負うことから始まった。ユ965

年後半からのアメリカの本格的なベトナム戦介入により，軍事基地など軍事施

設工事の建設需要が急増し㍍アメリカはバイ・アメリカン政策をベトナムの

建設工事にも適用」しており，アメリカの6つの会社がベトナム戦での事業活動

のために連合して結成したKMにB珂社という会社が，事業の80％を独占し，

さらに残りの20％もアメリカの民間建設会社が契約していた。RMrB呵社は

1965年の10月，さらにB・・wn＆Roo㌔J．A．J・n・・社が加わり，その規模を拡

大したが，需要には追いつかなかった囲。

　一方，韓国政府は「東南アジア建設視察団」を構成し，1965年11月18日

から1ヶ月間ベトナム，タイなど東南アジアー帯の建設市場を視察している。

その報告は，軍事基地施設工事など長期的な建設需要の見通レが明るく，とく

にダナン埠頭補修工事，ベトナム人のための住宅と道路建設など建設需要は急

増しているが，バイ・アメリカン政策がその伸びを妨げていると伝えた醐。韓

国側は，戦闘部隊を派兵した直後からベトナムを中心とした市場調査をしてお

り，アメリカとブラウン覚書を交わすことたよって，バイ・アメリカン政策の

なかで請負として韓国企業の進出が可能になったのである。

　韓国系会社の建設軍納は1966年には「現代建設」，「大林産業」，「共栄建業」，

「三燥企業」，「復興建設」が進出したのをきっかけに，「漢陽建設」，「亜州土建」，
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r京南企業」，r和一産業」，r高麗開発」などの12個の建設企業が進出してい

る剛。

　建設軍納は，1966年に330万ドルに過ぎなかったが，1967年には1450万ド

ルと4．3倍の増加をみせ，その後減少した。1966年からユ972年まで8年間の

送金額をみると，特需総額の5．2％にあたる533b万ドルで，22．2％を占める用

役軍納に比べ約4分の1に過ぎない。建設軍納の比重が少ないのは，1960年

代後半から終戦雰囲気が高まったこと，そして，そうしたなかで建設企業が他

の地域への進出を図ったことに原因がある・ユ969年になると，建設分野での

工事内容は前年とは異なるものになった。つまり，軍作戦を強化するための新

規凌洪から既存の港湾を維持するための消極的な工事に変わり，築港工事も著

しく減少したのである。現代建設の場合，1966年から1968年の間，1，097万

5000ドルの利益を上げ，ユ967年には全体の建設軍納の47．5％を占めるほどで

あった。ところが，．1969年のベトナムヘの進出企業の統計に現代建設は載っ

ていない。ベトナムでの事業が困難になりつっあるなかで，タイやグアムなど

で事業を展開したのである閉。このほかに，大林産業はボルネオにおける天然

ガスの液化工場建設，そして三燥企業はインドネシアでの住宅工事といったか

たちで，ベトナム以外への東南アジア地域に進出を図った囲。

　／21用役軍細部門

　用役軍納は，対ベトナム向けの軍納のなかでもっとも大きな比重を占める部

分であった。その内容は軍用物資，弾薬の輸送および荷役がもっとも多く，そ

の他サービス部門としては洗濯，軍服修理，写真現像，時計およびカメラの修

理，芸能活動など多様であっ・た。軍需物資の港湾荷役と陸上の運送分野は用役

軍納の85％を占めている。用役軍納による収入は1966年以降，急速に増え，

ユ966年830万ドル，1967年3550万ドル，1968年4610万ドル，ユ969年5530

万ドル，1970年5230万ドル，1971年2650万ドル，1972年920万ドルと，

1969年と1970年には5000万ドルを超えている。1966年から1972年まで2億

3320万ドルを稼ぎ，この額は特需総額の22．8％を占め，この間の用役軍納の

重要さを示している。

　用役軍納は，主に「韓進商事」と「京南通運」の二大会社が従事している。

1966年から！968年5月まで用役軍納送金額は7453万ドルであるが，そのう
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ち「韓進商事」が全体の58％の4326万ドル，「京南通運」が11％の842万ド

ルを占めている。2番目に大きい用役軍納は洗濯業で，ユ3．7％を占めている。

洗濯業には国内ですでに駐韓米軍を相手に洗濯業を営んだK．B．IqM社がベト

ナムヘ進出した。その後，設備・資本不足のため，現代建設が受け取り，全ベ

トナム米軍の洗濯を担当し，「共栄建業」，「復興杜」なども参加した。写真現

像および肖像画にはrセハン商事」以外に九つの会社が参加している。軍服修

理および刺繍には「東進企業」の他3社が，芸能活動には「韓国興行」などが

携わっている。写真現像の「セハン商事」は100万ドルの契約を結んでおり，

軍服修理の「東進企業」は1966年には8万ドルに過ぎなかったが契約が，

1967年には！34万ドルで20倍近い成長を見せている。その他の業種には「韓

国光学」など18社が携わっているが，サウナ，眼鏡修理販売，アイスクリー

ム製造販売，ごみ処理など様々である。たとえば，「国際実業」は駐越米空軍

の重装備の整備と修理で年間25万ドル，「豊進洋行」はビエンホア空軍基地に

サウナを経営して月9000ドル，「三宝洋行」はゴミ処理で月2000ドルなどで

ある㎜。

3　プロジェクト型労働力移動

　戦後韓国の労働力送り出しは，1963年247人の炭鉱夫が西ドイツヘ向かっ

たのが最初で，同年からは自営農を中心に契約移民として南米へわたった人々

もいた。1965年からは個人の仲介により看護婦を西ドイッヘ送り出し始めた。

しかし，ベトナムヘの労働力の送り出しは，．こうした動きとは比較にならない

ほど大規模な移動であった。本稿では，韓国企業の進出にともなう労働力の送

り出しと外国系企業への雇用のための移動を「プーロジェクト型労働力移動」と

呼ぶ。プロジェクト型労働力移動は，各企業が国内において，既存社員ないし

募集労働の派遣によるもので，その他の雇用は駐越経済協助団を通した，現地

外国企業とベトナム政府からの要請がきっかけとなった。

　ベトナムに派遣された韓国人技術者および技能工の総数は，1965年一1972年

まで延べ2万5331名，現地で除隊して就業した1922名を入れると，合計2万

7323名であった。また，数は多くないが，日本の植民地時代に日本軍によっ

て軍属としてベトナムに行き，戦後そのままベトナムに定着した朝鮮人も，べ
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トナムの事情に詳しいことや，ベトナム語が上手なことから韓国企業に雇用さ

れ，韓国企業の対ベトナムでの経済活動にかかわった。

妻3　労働力の進出状況 （名）

言十　　　　　1965　　　1宮60　　　　　19着7　　　　1宮信君　　　　ユ蓼09　　　　ユ前0　　　　　／筥71　　　　ユ盲τ2

計 25，ヨ宮1　　　105　　　　10，O宮5　　　5，宮2島　　　　6．093　　　　2，I31　　　　1．134　　　　　361　　　　　　目4

外国会社　　15．772　105　　7，7壇1　2．82目　　3，船1　　1．070　　　73 0　　　57　2蓼個会社
韓国会社　　　9．559　　0　　2．304　2．509　　2，空32　　1，061　　エ，OO1　　　宮55　　　目7　呂O個会社

哨所）韓国銀行得年度から算出。

　韓国人技術者および技能工の対ベトナム派遣は，当初は軍事基地建設のため

であったが，その後施設の維持と補修および装備などの整備修理，荷役・運送

分野への雇用が目立ち，通信施設，発電所の運営整備などに多様化している。

韓国人技術者・技能工の職種別雇用状況をみると，1968年5月3／日現在，在

越韓国企業とアメリカ系企業の両方をあわせてユ万2815名に達している。そ

の内訳は，金属機械部門が2775名ともっとも多く，その次に電気機械器具と

重装備取り扱い部門に各々約1400人が就業している。運転手2223人，発掘機・

起重機運転手1953人，建設業などの単純労働者1550入，交通・郵政業従事者

14！0人であった。このほかにも建築築技師・測量士などの技術者，医者，教

官，セールスマン，芸能人など多様な職種に及んでいる。ユ966年からは技術

者・技能工以外に特殊民間用役も進出し，防疫，医療班，ジャングルの樹木除

去作業のための林業技術団，農村開発支援のための農業技術団も派遣した蝸。

　1966年の統計によると，ベトナムに進出した7444人のうち，2ユー30歳が

3065人，3！－40歳が3295人で全体の81．8％であった。学歴は小学校卒業17％，

中卒21％，高卒29．9％，大卒が！3．6％であった。会社別にみると，外国系会

社は中卒以上が77．5％で，国内会社の59％に比べると，外国系会社がより高

い技術と経験を求めていたといえる㌔

　（1）国内企業の進出にともなう労働力移動

　国内企業の進出による労働力移動は，企業が海外に進出し建設や用役等を受

注すると，それに必要な労働力を既存社員の派遣と国内で募集して送り出した。

海外工事が頻繁になるにつれ，．国内の企業は企業独自で海外派遣技能工を養成

する訓練所を設置した。1970年には国内初めて海外派遣を目的とする養成所
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をっくられた。技能工の中で最も不足する溶接工を養成するための養成所の入

所資格は，現場の溶接部門で3年以上勤務したもの，または職業学校の溶接科

を修了したもので，2ヶ月間の理論・実習が行われた削。

　韓国の企業は，最初は韓国人労働者を雇ったが，ベトナム現地の住民を雇用

する比率が高くなっていった。時間の経過で現地入の業務能力が上がったこと

と，韓国人の賃金が現地人のより高かったためである固㌧1968年には1万557！

名の技術者がベトナムに派遣されたが，アメリカ系会社にユ万ユ287人力亭雇用

されて全体の72．5％を占めており，韓国会社は8284人で％を占めている。韓

国企業のなかでは，「韓進商事」，「京南通運」，「現代建設」，「共栄建業」，「漢

陽建設」など五大会杜に全体の70％以上が雇用されている。

　12〕外国系企業への送り出し

　1966年以降，技術者中心とした労働力の派遣は急速に増え，KMK二B呵社，

p㎜・o社，pAGE社などアメリカ系会社への雇用が増加した。韓国人技術者及

び技能工の雇用は，・外国系企業やベトナム政府から駐越経済協助団に依頼がく

ると，この報告を受けた労働部が外務部，建設部，建設協会，韓国電力，技術

開発本部などの関係機関と選抜基準や方法を話し合い，「派超勤務者選抜委員

会」にて選抜した。こうした選抜と斡旋はユ966年から韓国政府補助を受ける

公法人の韓国海外開発公社が担当することになった。派遣するための募集方法

は新聞公告による公開募集であり，支援者に対して書類選考と筆記・実技・口

述試験からなる厳格な選抜によるものであった。選抜のための費用は政府予算

の予備費にて賄われた朋。

　RMにB呵杜からの設計・測量・電気・溶接・機械・配管＝重装備の分野で

各6名すっ，42名の雇用要請で行われた募集には693人が応募し，16．5倍の

競争率を見せた。最終審査に残った82人に対して身元照会・兵役照会が実施

され，最終的に42人を選抜したことから，ベトナムに行こうとする人々の熱

気と政府側の送り出すための努力が見受けられる冊。

　1968年の1万5571名のうち，全体の72．5％である．1万1287人がアメリカ

系会社に雇用された。また，アメリカ系会社の場合，建設業を主要業務とする

KMIぐB呵社，通信施設のphl・・社，建設・整備のpA＆E社，荷役・整備の

Vim・1社など四大会社に全体の82．3％が雇用されており，ベトナムでの韓国人
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労働力は1968年末までの3年間の延べ人数として2万人を超え，同期問のア

メリカ入約8000人，フィリピン人約5000人と比べても群を抜いてユ位を占め

るに至った。また韓国人技術者は，サイゴン，ダナン，クイニョン，カムラン，

ブンタウ，ナトゥーラン，チュライなどの軍事駐屯地域を中心に，南ベトナムの

全地域の35個地域に広く分布していた。

終わりに

　川　サウジアラビアから始まる中東進出

　韓国企業のベトナムヘの進出は1967年にはすでに縮小されっっなかで，他

地域への進出を図るようになっ㍍1967年になると，ベトナム政府は労働力

をベトナム人に代えようとしており，韓国人の人国と労働許可が厳しくなる。

溶接，冷凍，重装備技術など，ベトナム人では代替できない専門的は業種のみ

就業可能1こなり，戦争そのものが終息に向かったのである。

　ベトナム景気の後退と中東進出にはタイムラグがあった。その問には東南ア

ジアを中心とする地域への企業進出，労働力の送り出しが企業と政府によって

模索された。1960年代後半から各企業は，グアム，マジュロ，サモアなど太

平洋地域の国連信託統治地域への進出を図り，1973年には海外開発公社の日

本支社が設置され，技術研修生，医療人，ホステスなど送り出しが模索された。

また，ベトナム進出によって中断された西ドイッヘの炭鉱夫と看護婦送り出し，

船乗りの送り出しも再開されるようになった。ベトナム戦争を前後として，建

設企業の海外への進出模索は様々な形で行われた。現代建設の場合は，ベトナ

ムヘ進出する前の1965年，タイでの高速道路工事を受注してい引受注の背

景には，タイがベトナム戦争遂行のために必要な戦略基地をアメリカに提供し

ており，その基地使用に必要と一なる飛行場，港湾，米軍軍事施設等が拡充され

たからである。それとともにタイに対して，韓国同様に，軍を派兵することに

よる見返りとしての経済援助が行なわれ，インフラストラクチャーの建設が促

進された。ベトナムから撤収した現代建設は，！969年からはグアムにおいて

米軍の建設工事を担当している。沖縄基地の返還に備えて，グアムヘの米海軍

装備・施設の移動にともなう建設工事を請け負ったからである。米海軍，グア

ム政府，そして一般が発注する工事は，1975年に中東へ進出するまで続き，



14 一橋研究　第27巻2号

その後縮小された。現代の中東への進出は，1975年バーレーンにおけるアラブ

造船所の工事を受注したことに始まった制。

　ベトナムで他の企業より比較的小さい規模の工事を請け負った三換企業は，

ユ968年にはすでに他地域へ変更した。インドネシアに支社を設立し，197ユ年

に各国外交官の子供のための外国人学校の建設工事を受注す孔受注は三燥企

業が1965年，韓国の米海軍工兵団の工事を通して知り合った設計士の推薦に

よるものであった鯛。また，用役軍脳を担当してきた韓進は，ベトナム用役軍

納に代わる次の事業として建設業に目を向け，1968年に「韓逸開発株式会社」

を設立している。「韓逸開発」は国連信託統治地域への工事を受注したことか

ら始まり，その後中東へ進出している㌔

　ベトナムで韓国人労働力を採用した経験のあるアメリカ企業が，中東地域に

おいて韓国人労働者を雇用したのもきっかけとなった。．p㎞1．o，pAGEなどア

メリカ企業は，中東でも建設ブームが起こる以前からイランに進出しており，

その会社が運転職種を中心とした韓国人労働力を雇用したのであった。1970

年Phi1co社が1！・人を採用し，1971年には3社に59人が採用され㍍また，

Vim・1社はベトナムで雇用した数百人の韓国人労働者をリヤドの近衛隊工事に

連れて行っ㍍近衛隊工事のSANGプログラムヘの参加は，韓国人技術者・

技能工の優秀性を知らせることになり，その後のサウジアラビアなどへの大量

進出が可能になった師。

　韓国の建設企業が中東に進出したのは，1973年12月三燥企業がサウジアラ

ビアにおいて高速道路工事を受注したのを嗜矢とし，その後，労働力の送り出

しが本格的になる㈱。次第にイラン企業の雇用要請も増加されるようになるが，

中東進出においては，ベトナム進出にみられたプロジェクト型労働力移動が，

送り出しの本格的な形態となった。1963年から1990年までの間，約180万人

が海外へ出だとされ，その9割以上が中東に向かった醐。現代のアジア移民に

おいて最大の受け入れ先であった中東へ，韓国がプロジェクト型労働力移民を

展開するようになった背景には，その前のベトナムヘの進出，そしてその前後

を含める時期において，アメリカとの関連が深く関係しているのである。一ベト

ナムヘの進出の過程はさらに遡ると，駐韓米軍の駐屯とそれにより派生した軍

細工事とのかかわりも不可欠であり，中東進出が本格的になる前の東南アジア，

グアムなどの太平洋地域への進出にも，米軍駐屯や軍細工事を媒介としたアメ
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リガとのつながりが重要であったのはいうまでもない。

　（2〕労働力送り出しシステムの形成

　韓国軍の派兵とそれに伴う民間企業の進出，そしてそれにっづく韓国および

外国企業に雇われる労働力としての進出は，その後の中東進出へあ送り出しに

決定的な役割を果たした。用役，建設部門における韓国民間企業の進出は，そ

うした民間企業で就業する技術者や技能工及び単純労働者の移動を引き起こし，

そして，このときにつくられた送り出しのシステムはそのあと中断されること

なく，作動したのであ乱送り出しシステムは政府機関，企業，そして個人の

あらゆる面での継承された。1966年に設立した公法人の「海外開発公社」はベ

トナムヘの送り出しの経験を蓄積し，中東への労働力の募集，斡旋、派遣といっ

た送り出しの全過程を担当するようになった。企業においてもベトナ半への進

出をきっかけに，中東進出への基盤をつくった。

　史上初の大規模な人の移動は社会的にも普及し，受け入れられるようになっ

た。軍人としての移動までを含めると，短期間において約35万にも及ぶ人が

移動したことになる。そうした移動の経験は海外への移動をまったく考えたこ

とのなかった人にも間接的に受けっがれ，移動のための一定の条件が整ったと

きに移動を選択する潜在的移動の予備軍をつくるのである。家計の苦しい事情

から生活の安定が困難な多くの人たちは，国の奨励による送り出しが進められ

る客観的状況の中で，主体的に海外への出稼ぎを選んだ。そうした選択は，周

りの近い存在の経験と所得増大などが，より具体的な「あこがれ」として顕在

化蜆皿することでいっそう現実味を帯びることにな孔そして，このようなベト

ナムヘの進出のなかで培われた渡航の経験は，1970年代から始まる中東進出

への更なる大規模な移動を備えるものとなったのである。

　（3）移民研究における近代の問題

　伊豫谷は人の移動は，それ自体が自立的なものでなく，政治，経済などの動

きの表れであり，経済や政治の変動，社会的変化などが人の移動として表れる

ことを指摘している帥。移民研究が独自の理論をもっていないとすれば，その

研究において戦争及び戦時体制における議論が強制移民に集中されていること

は，より重大な意味を孕んでいることになる。戦争とのかかわりにおいて，移



16 一橋研究　第27巻2号

民研究が強制移民との関連においてのみ語られてきたことが提起する問題が，

社会科学全体の再構成を考察する契機を与えることになるからである。

　20世紀において，戦争そのものが社会的に，世界的に与えた幅広い衝撃を

否定できないにもかかわらず，それに関して論じられていないというギデンス

の指摘冊からもう一歩進むと，戦争を近代の本来もっべく姿から逸脱した異常

の状態であると捉え，戦争を近代から切り離したことこそが問題となるのであ

る。戦時期と戦後が連続的にとららえる必要があるというだけでなく，戦時期

と戦後の断絶は，むしろ「近代」の捉え方に誤りがあり，自由や平等に基づい

た思想の体現として近代に対して抱いている思い込みが，両方を連続して捉え

ることを妨げてきたのであ乱舞1次世界大戦の経験のもとで，男性に対する

普通選挙権が制度化されたのは，近代と戦争をむしろワンセットで考える必要

があることを示す有力な根拠になるのである。移民研究において，そして社会

科学において，近代そのものを捉えなおす必要に迫られているのである。

　本稿は，戦時中の移動が戦争の終焉によって中断されるといった自己完結的

なものではなく，むしろ，戦時中の移動がその後の平常時の移動を作り出して

いることへの根拠を提示する試みであった。しかし，本稿はそれに対するごく

基本的な問題提起をしているに過ぎない。移民研究において，移民と戦争に関

する更なる研究と議論を見出さなければならないのである。

ω　移民研究が平時期を扱っており，戦争に関しての移動は主に不自由な移動と関連して語られてき

　たのは明らかである。国際的な人の移動を概観している研究でカースルズとミラーは，戦争におけ
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